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1. はじめに

証券市場に良質・低利な資金を安定的に提供することが使命

・ 金融商品取引法上の免許業務である貸借取引業務の担い手
㈱大阪証券取引所の指定証券金融会社

・ 貸借取引業務のほか、金融商品取引業者向け貸付業務、証券担保ローン業務、
有価証券貸借業務等を通して証券市場の機能発揮をバックアップ

大証（昭和25年）、東証（平成12年）に株式を上場

役職員数は約90名、営業拠点は大阪本店と東京支社（平成23年9月末現在）

（1） 会社の特色



第２四半期通 期

4（注）平均残高ベース

当社は㈱大阪証券取引所の指定証券金融会社として、制度信用取引の決済に必要な資金や
株券を同取引所の決済機構を利用して金融商品取引業者に貸し付ける貸借取引を担っている。

(注)貸借取引は、株式の需給投合を円滑にし流動性を高めるとともに、公正な価格形成に資する
ことを目的として導入された信用取引制度をバックアップするための制度金融。

（2） 制度信用取引をバックアップする「貸借取引」

貸借取引融資残高と利用率の推移
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制度信用取引買残高と貸借取引融資残高
(平成18年3月～平成23年9月）
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制度信用取引売残高と貸借取引貸株残高
（平成18年3月～平成23年9月）
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２. 平成24年3月期第2四半期決算の概要

（1）決算の推移

百万円
営業収益 百万円 経常損益

百万円

（ ）内は前年同期比

営業収益の増収に加えて一般管理費が減少したことから、営業損益の赤字幅は縮小し、
経常損益は黒字に転換。
当期純損益の黒字幅は投信分配金にかかる特別利益の計上もあって予想に比べて拡大。

（+290百万円、-%)

（+311百万円、-%)

（△2,073百万円、△82.7%)

6

（参考）H23.4.28
公表業績予想 （参考）H23.4.28

公表業績予想

（参考）H23.4.28
公表業績予想

（参考）H23.4.28
公表業績予想

（+127百万円、+7.7%)



通 期 第２四半期累計

5,596

4,120

2,605

1,945
1,464 1,430

1,078

879

742

574

306

176

127

87

75

160
34

50

6 ,851

5 ,127

3 ,435

2 ,595

1 ,660 1 ,788

0

2,500

5,000

7,500

20年度 21年度 22年度 21年度 22年度 23年度

百万円

その他

有価証券貸付料

資金運用利息

7

（2） 営業収益

有価証券利息等の増加を主因に、営業収益は増収。

その他 50百万円
(+15百万円、+45.8%)

有価証券貸付料 306百万円
(+145百万円、+90.7%)
［主な増加要因］
・貸借取引品貸料 +144百万円

資金運用利息 1,430百万円
(△34百万円、△2.3%)
［主な増減要因］
・有価証券利息 +177百万円
・貸借取引 +6百万円
・証券担保ローン △139百万円
・証券レポ取引 △48百万円
・信用ｻﾎﾟｰﾄﾛｰﾝ △33百万円

合計 1,788百万円
（+127百万円、+7.7%）

（ ）内は前年同期比



通 期 第２四半期累計
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（3） 営業費用

営業費用全体としては幾分増加している中にあって、資金調達方法の見直しなどにより

資金調達利息は減少。

その他 175百万円
(△6百万円、△3.5%)

有価証券借入料 286百万円
(+126百万円、+79.3%)
［主な増加要因］
・貸借取引品貸料 +144百万円

資金調達利息 200百万円
(△75百万円、△27.4%)
［主な減少要因］
・銀行借入金 △77百万円

合計 663百万円
（+44百万円、+7.2%）

（ ）内は前年同期比
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通 期 第２四半期累計
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その他 269百万円
(△164百万円、△37.9%)
貸倒引当金繰入額の減少 △103百万円
システム等減価償却費の減少 △46百万円

物件費 522百万円
(△1百万円、△0.3%)

人件費 372百万円
(△41百万円、△10.0%)
賞与の抑制、時間外手当の減少
△32百万円

合計 1,164百万円
（△207百万円、△15.1%）

（ ）内は前年同期比

（4） 一般管理費

貸倒引当金繰入額の減少やシステム投資の抑制効果等から減少。
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（5） 資金運用残高

証券担保ローンや証券レポが減少したものの、
貸借取引、有価証券運用が増加したことから運用残高は微増。

通 期 第２四半期累計

預金・有価証券 743億円
（+147億円、+24.7%）

証券レポ取引 664億円
（△98億円、△12.9%）

証券担保ローン 258億円
（△75億円、△22.7%）

金融商品取引業者向け貸付 136億円
（△38億円、△21.9%）

貸借取引（品貸取引を含む） 423億円
（+96億円、+29.7%）

合計 2,225億円
（+31億円、+1.4%）

（ ）内は前年同期比
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（6） 運用・調達利回り、利鞘

資金調達方法の見直しなどにより調達利回りが一段と低下したものの、

証券担保ローンの減少などによる運用利回りの低下から、利鞘は幾分縮小。

通 期 第２四半期累計
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通 期 第２四半期累計

（7） 利鞘収入

有価証券運用収入は増加したものの、証券担保ローンの運用残高減少が響き減収。

預金・有価証券 95百万円
（+89百万円、+1,623.4%）

証券レポ取引 176百万円
（+0百万円、+0.5%）

証券担保ローン 430百万円
（△120百万円、△21.9%）

金融商品取引業者向け貸付 52百万円
（△22百万円、△29.6%）

貸借取引（品貸取引を含む） 130百万円
（+7百万円、+6.1%）

合計 886百万円
（△44百万円、△4.8%）

（ ）内は前年同期比
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（2） 自己資本規制比率／自己資本比率

格付機関 公表日 長期 短期（国内ＣＰ格付）

Ｒ＆Ｉ

㈱格付投資情報センター
平成23年9月21日

Ａ-

（安定的）
ａ-1

ＪＣＲ

㈱日本格付研究所
平成23年4月12日

Ａ-

（安定的）
Ｊ-1

平成23年9月末 参考

自己資本規制比率

（金融商品取引法基準）
421.7％

金融商品取引業者平均

589.6％（平成23年6月末現在）

自己資本比率

（ＢＩＳ基準）
25.9％

・国際統一基準行平均

15.2％（平成23年3月末現在）

・国内基準行平均

11.3％（平成23年3月末現在）

資産の健全性、リスク管理態勢が評価され、格付け維持。

自己資本規制比率は一般的に健全性の目安とされる200％を大きく上回る水準を維持。

３. 経営指標の状況

（1） 格付け
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（1）中期経営計画における「目標」の実現

【基本認識】

貸借取引業務の担い手として市場振興に努めるとともに、経営環境の変化に弾力的に対応しつつ、

顧客基盤の拡充その他の経営基盤強化策を着実に推進し、企業価値の向上に邁進する。

１
「証券のための金融、証券による金融」を創業時以来の社会的使命として再認識し、貸借取引業務を核とし
て証券市場の発展に貢献する。

２ お客様の視点に立ち、質の高いサービスを提供し、顧客基盤の拡充強化を図る。

３ 営業基盤の強化、合理化の徹底により、収益力の強化、さらなる自己資本の回復に努める。

４ リスク管理およびコンプライアンス体制の徹底を重要課題と認識し、ＰＤＣAサイクルを継続して実践する。

４. 今後の経営方向

【経営目標】

１ 安定的な収益基盤の拡充を図り、持続的な業績向上を目指す。

２
優先株配当を堅持すると同時に、普通株についても早期に1株当たり年6円配当に復配し、安定配当の実施
に努める。

３ 財務内容の健全性の維持、向上に努め、安定的な企業経営に必要な水準を確保する。
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単位：百万円

平成23年3月期

通期実績

平成24年3月期

第2四半期実績

平成24年3月期通期見通し

前回予想

(4月28日公表）

今回予想

（10月25日公表）

営業収益 3,435 1,788 4,000 3,800

営業利益（損失） △1,012 △39 200 100

経常利益（損失） △795 99 450 300

当期純利益 3,265 434 450 600

一株当たり

配当金

優先株式 14.00円 0.00円 14.00円 14.00円

普通株式 3.00円 0.00円 3.00円 3.00円

（2）平成24年3月期業績等の見通し

平成24年3月期第2四半期の業績の動向を踏まえ、平成24年3月期通期業績予想を修正。



5. 貸借取引の基盤拡充
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（1）ＪＡＳＤＡＱ市場における貸借取引の状況

・ 株式市況の低迷から貸借融資残高は震災前の水準を下回る水準にとどまっているが、

他市場対比では相対的に堅調に推移。

・ 当社の貸借取引融資残高におけるＪＡＳＤＡＱ市場銘柄の融資残高のウェイトは５割程

度に上昇。

・ 3証金の貸借取引融資に占める当社シェアは新ＪＡＳDAQ市場発足前の8％前後から

最近では14～15％程度に上昇。

JASDAQ市場の貸借取引融資平均残高と
3証金貸借取引融資平均残高におけるシェア
　　(平成22年10月～平成23年9月)
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(平成22年10月～平成23年9月)
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（注）平成22年10月の平均残高は市場移行前のＪＡＳＤＡＱ市場および
ヘラクレス市場の残高を含む。
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（2）貸借取引取扱銘柄拡大に向けた取り組み

・ 発行会社、大株主等へのアプローチを強化し、借株先の拡充、強化に努める。

・ 機関投資家、金融商品取引業者との接触を密にし、品貸取引参加者の拡大に注力

する。

（貸借取引取扱銘柄の動向）

合計 うちＪＡＳＤＡＱ

平成22年10月12日

（Ａ）
1,769 999

平成23年11月12日

（B）
1,702 964

増減（Ｂ－Ａ） △67 △35

新規選定 +15 +13

選定取消 △82 △48

（新規上場企業の推移）

平成

19年 20年 21年 22年 23年

ＪＡＳＤＡＱ 49 19 8 10
14

ヘラクレス 25 9 1 0

東証1・2部 13 7 6 6 5

マザーズ 23 12 4 6 8

その他 11 2 0 0 0

合計 121 49 19 22 27

（注）平成23年は10月末時点の上場企業数
（注）増減は、持株会社への移行に伴う銘柄変更を除く実質

の計数。



6. 営業態勢の強化
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（1）商品性の向上
①ビジネスローン

・ 貸付手形書換期間の延長（３か月→１年）、担保提供方式の変更（「個別差入書方式」

→「口座設定方式」等） (23年7月～9月)

②コムストックローン

・ リアルタイム融資の導入、携帯サイトにおける残高試算機能の追加（23年9月）

（2）東京支社の組織改編

・ 営業部と資金証券部の垣根を取り除き、支社における一体的な営業推進体制を構築

（コムストックローンの取扱状況）
単位：百万円

新規 返済 増減

22年

7～ 9月
1,581 1,593 △12

10～12月 1,519 1,673 △154

23年

1～3月
2,601 2,823 △222

4～6月 1,558 1,472 +86

7～9月 1,877 1,654 +223

（コムストックローン<提携>の取扱状況）
単位：百万円、（ ）内はｳｪｲﾄ％

新規貸付額 うち即時融資

9/20～30日 224 143（63.7）

10/3～31日 367 255（69.5）

11/1～ 9日 111 84（75.9）

(注)平成23年9月20日以降、リアルタイム融資を導入



7. 経営合理化の推進
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(1) リスク管理と収益力強化の両立

・ 証券担保ローンにつき、リスク管理の徹底を図ると同時に、優良顧客

に対しては貸付期間、融資限度額や適用金利の弾力的運用の受皿

を用意。

(2) 経営資源配分の見直し

・ コムストックローンのうちカードローンについては、取扱終了の方向

で検討。

(3) 経費削減の徹底



本資料には、当社の業績に関する将来の予想、見通し等の記述が含まれて
おります。こうした記述は、将来の業績の実現を保証するものではなく、不確
実性やリスク要因が含まれているため、実際の結果と大きく乖離する可能性
があります。


